
１　健全化判断比率の状況

（ ） （ ） （ ） （ ）

備考

　１　実質赤字比率の「－」は、実質赤字額がないことを示しています。

　２　連結実質赤字比率の「－」は、連結実質赤字額がないことを示しています。

　３　将来負担比率の「－」は、将来負担比率が算定されないことを示していま

　　す。

　４　括弧内には早期健全化基準を記載しています。

２　資金不足比率の状況

（ ）

（ ）

備考

　１　資金不足比率の「－」は、資金不足額がないことを示しています。

　２　括弧内には経営健全化基準を記載しています。

令和３年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率の公表について

（単位：％）

350.0

実質公債費比率 将来負担比率

－ 3.3

　地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第２２条第１項の規
定により、令和３年度決算に基づく健全化判断比率（実質赤字比率、連結実質赤字
比率、実質公債費比率及び将来負担比率）及び公営企業の資金不足比率を下記のと
おり公表します。

（単位：％）

    令和４年８月３０日

資金不足比率

－

実質赤字比率 連結実質赤字比率

－

12.65 17.65

　－ 20.0　公共下水道事業会計

尾張旭市長　森　　　和　実

記

　－ 20.0　水道事業会計

25.0

特別会計の名称



〔参考〕各指標の解説 

 

 
 
  一般会計等（一般会計、土地取得・旭平和墓園事業特別会計）を対象とした実質赤字 

の標準財政規模に対する比率（従来の「実質収支比率」と同じ） 
（計算式） 

 

 

 

 

注：黒字の場合は「－」で表記する。 

 

 
 

全会計を対象とした実質赤字（又は資金の不足額）の標準財政規模に対する比率 
（計算式） 

 

 

 

 

注：黒字の場合は「－」で表記する。 

連結対象には、一部事務組合、広域連合、土地開発公社、第三セクター等は含まれない。 

 

 
 

一般会計等が負担する元利償還金（一般会計、土地取得・旭平和墓園事業特別会計の 

元利償還金の全部）及び準元利償還金（水道事業会計、公共下水道事業会計、関係一部 

事務組合の元利償還金の一部）の標準財政規模に対する比率 
（計算式） 

 
 

 
 

一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率 
（計算式） 

 

 

 

 

※１ 将来負担額 

一般会計等の地方債現在高、債務負担行為支出予定額、公営企業債等（上・下水道） 

への繰出見込額、組合（陶生病院）等負担見込額、退職手当負担見込額、実質赤字額等の 

合計額 

※２ 充当可能財源等 

基金残高、都市計画税の一部、使用料の一部、翌年度以降交付税算入見込額の合計額 

 
 
 

公営企業ごと（水道事業、公共下水道事業）の資金の不足額（一般会計等の実質赤字 

に相当）の事業の規模（料金収入など主たる営業活動から生じる収益等に相当する額） 

に対する比率 
（計算式） 

 

 

 

実 質 赤 字 比 率 

 

実質赤字比率＝ 

 

一般会計等の実質赤字額 
 

標準財政規模 

連結実質赤字比率 

 

連結実質赤字比率＝ 

 

連結実質赤字額 
 

標準財政規模 

実質公債費比率 

 

実質公債費比率＝ 

 

(元利償還金＋準元利償還金)－(特定財源＋交付税算入額) 
の３年平均 

標準財政規模－交付税算入額 

将 来 負 担 比 率 

 

将来負担比率＝ 

 

将来負担額（※１）－充当可能財源等（※２） 
 

標準財政規模－交付税算入額 

資 金 不 足 比 率 

 

資金不足比率＝ 

 

資金の不足額 
 

事業の規模 



準
元
利
償
還
金
の
対
象
会
計
等

一般会計 ①
実
質
赤
字
比
率

地方債残高

愛知県市町村退職手当組合

④船舶，⑦港湾

（資料）健全化法における会計区分・健全化判断比率等と本市の会計等の関係について

病院 公立陶生病院組合（法適） 有
一
部
事
務
組
合

公営企業

資
金
不
足
比
率
（

会
計
ご
と
に
算
定
）

②
連
結
実
質
赤
字
比
率

一部事務組合の名称

③
実
質
公
債
費
比
率

有

公営企業以外 瀬戸旭看護専門学校組合

尾張旭市長久手市衛生組合

尾張東部衛生組合

看護学校

退職手当

区分

第三セクター

分野

ごみ処理

し尿処理

⑭その他法適用事業

②簡易水道

⑤電気，⑥ガス

（対象法人なし）

区分 名称

医療保険 愛知県後期高齢者医療広域連合

⑬観光施設

④
将
来
負
担
比
率

将
来
負
担
比
率
の
対
象
会
計
等

公債管理

その他事業

母子寡婦福祉共済

地方三公社 （対象法人なし）

⑦駐車場

⑧交通災害共済

⑨公営競技　等

④自動車運送

公
営
事
業
会
計

②介護保険

③後期高齢者医療

④農業共済

⑤老人保険医療

法
適
用
企
業
・
法
非
適
用
企
業

２　一
般会計
等以外
の特別
会計の
うち
公営企
業に係
る特別
会計以
外の特
別会計

⑪宅地造成

⑫下水道

３
公
営
企
業
に
係
る
会
計

公
営
企
業
会
計

⑨市場，⑩と畜場

⑥介護サービス

①国民健康保険

⑧病院

①水道事業

③工業用水道

④鉄道，軌道

土地取得特別会計

旭平和墓園事業特別会計

一
般
会
計
等

１②一
般会計
に属す
る特別
会計

１①一般会計

国民健康保険特別会計

介護保険特別会計

後期高齢者医療特別会計

水道事業会計

公共下水道事業会計

健全化法における会計区分 本市の会計

勤労者福祉共済


